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令和６年高取町議会第３回定例会提案理由説明 

 

 本定例会に上程いたします議案は、発議案件１件、同意案件１件、認定案件２件、議決案件

１５件、合計１９件です。 

 なお、各議案につきましては、後日各委員会で関係課長から詳細を説明いたします。 

 

日程４ 「発第１号 高取町議会特別委員会の設置について」 

 

地方自治法第１０９条第１項及び高取町議会委員会条例第５条第１項の規定により、高取 

町決算審査特別委員会を設置するものです。 

 

日程５ 「同第１号 高取町教育委員会委員の任命について」 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、高取町教育委員会 

委員の任命について議会の同意を求めるものです。 

 

日程６ 「認第１号 令和５年度高取町一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認

定について」 

 

地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和５年度高取町一般会計、国民健康保険特

別会計、下水道事業特別会計、介護保険特別会計、学校給食特別会計及び後期高齢者医療

特別会計の歳入歳出決算について、監査委員の意見を付けて議会の認定に付するもので

す。 

 

日程７ 「認第２号 令和５年度高取町水道事業会計決算の認定について」 

 

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和５年度高取町水道事業会計の決算につ

いて、監査委員の意見を付けて議会の認定に付するものです。 

 

日程８ 「議第１号 人権擁護委員候補者の推薦について」 

 

  人権擁護委員候補者を推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議  

会の意見を求めるものです。 

＜福祉課＞ 
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日程９ 「議第２号 令和６年度高取町一般会計補正予算（第４号）」 

 

①歳入歳出予算の補正                                                   

 

    補正予算額                     １３３，７８６千円 

（財源内訳）  

     地方交付税／地方交付税           １４，７９５千円 

     分担金及び負担金／負担金             ５００千円 

     国庫支出金／国庫負担金            ５，８３９千円 

     国庫支出金／国庫補助金           １２，６４３千円 

     県支出金／県負担金              ２，７１６千円 

     寄附金／寄附金                ２，０００千円 

     繰入金／繰入金               ２９，９１４千円 

     諸収入／雑入                   ２７５千円 

     町債／町債                 ５６，４７５千円 

     繰越金／繰越金                ８，６２９千円 

 

②地方債の補正 

臨時財政対策債                       ２７５千円 

教育施設整備事業                   ５６，２００千円 

 

補正後予算総額                 ４，４１３，１１４千円 

 

 《予算委員会》 

・一般管理費において、土地開発公社の保有する土地における観測井戸の設置、土壌及び

水質調査を行うための経費を土地開発公社に補助するため、負担金、補助及び交付金４，

３４５千円を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 

 

・一般管理費において、文化センターの耐震診断結果を踏まえ、センター内に入居する

高取町社会福祉協議会と高取町シルバー人材センターの移設に係る経費を補助するた

め、負担金、補助及び交付金２，０００千円を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 
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・一般管理費において、高取町自治会がふれあい食堂の事業を行うため奈良県に申請し

ていた奈良県自治会等連携補助金が不採択となったことを受け、高取町自治会に対し

て事業補助金を交付するため、負担金、補助及び交付金２５０千円を増額補正するも

のです。 

＜総務課＞ 

 

・企画総務費において、本町のＰＲを行い、認知度を高め、交流人口や定住人口の増加

につなげるとともに、地域の活性化を図ることを目的として、町公式キャラクターの

原画を募集するため、各費目合計２１０千円を増額補正するものです。 

＜総合政策課＞ 

 

・企画総務費において、国の地域再生計画の認定を受けたしごとコンビニ拠点整備事業

（寄付制度対象事業）に対して、企業版ふるさと納税制度を活用し、南都銀行より２，

０００千円の寄附を受けたことから、しごとコンビニに対して事業補助金を交付する

ため、負担金、補助及び交付金２，０００千円を増額補正するものです。 

＜総合政策課＞ 

 

・戸籍住民基本台帳費において、マイナンバーカードの記載事項（住所・氏名・生年月

日・性別・有効期限）に変更があった場合に、マイナンバーカードの追記欄に変更し

た内容を記載するためのプリンターを更新するため、備品購入費１，０２３千円を増

額補正するものです。 

＜住民課＞ 

 

・老人福祉費において、介護保険特別会計の補正に伴い、繰出金３９０千円を増額補正す

るものです。 

＜福祉課＞ 

 

・障害福祉費において、令和５年度障害者総合支援事業費国庫補助金、令和５年度障害者

自立支援給付費国庫及び県費負担金並びに令和５年度障害者医療費国庫負担金の精算に

伴う返還金として、償還金、利子及び割引料７，４９４千円を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・住宅新築資金等貸付金回収管理費において、奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組

合が令和７年３月３１日付けで解散することに伴い、令和７年２月から債権の移管を

受けて実施する債権回収業務に必要となるシステムの購入等を行うため、各費目合計
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１，４５６千円を増額補正するものです。 

＜住民課＞ 

 

・児童福祉総務費において、令和５年度出産・子育て応援国庫交付金の精算に伴う返還金

として、償還金、利子及び割引料４０３千円を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・児童措置費において、令和５年度子ども・子育て支援国庫交付金の精算に伴う返還金と

して、償還金、利子及び割引料７３２千円を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・予防費において、令和６年１０月より、新型コロナワクチン定期接種が開始されること

に伴い、各費目合計１８，００６千円を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・予防費において、未熟児養育医療給付費の対象者の増加に伴い、扶助費２，１００千円

を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・下水道費において、下水道事業会計の補正に伴い、繰出金４，４００千円を増額補正す

るものです。 

＜事業課＞ 

 

・非常備消防費において、防災対策を推進するため、自主防災組織が未組織の自治会に対

して、一定程度の整備が可能となるよう既存の自主防災組織補助金を改正し、補助を行

うため、負担金、補助及び交付金１，２００千円を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 

 

・災害対策費において、地域防災計画の見直し及び南海トラフ地震臨時情報発令の状況を

踏まえ、町が保管する備蓄品を整備するため、需用費２２，７８４千円を増額補正する

ものです。 

＜総務課＞ 

 

・事務局費において、旧育成幼稚園敷地境界確定業務について、令和５年度末で出来高清

算したが、現状で可能な範囲の境界確定を実施するため、委託料１，８７３千円を増額
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補正するものです。 

＜教育委員会＞ 

 

・事務局費において、令和９年３月末までに旧育成幼稚園の園舎及びプールを除去する必

要があることから、除去工事を実施するため、工事請負費６２，５００千円を増額補正

するものです。 

＜教育委員会＞ 

 

・リベルテホール管理費において、文化センターの耐震診断結果を踏まえ、センター内

に入居する高取町社会福祉協議会の一時的な移転に対応してリベルテホール応接室の

照明を応接用から事務用に改修するため、工事請負費６２０千円を増額補正するもの

です。 

＜教育委員会＞ 

 

日程１０ 「議第３号 令和６年度高取町介護保険特別会計補正予算（第１号）」 

 

  ≪保険事業勘定≫ 

  歳入歳出予算の補正 

 

   補正予算額                    １６，３２５千円 

   （財源内訳）   

          支払基金交付金／支払基金交付金    ２，９６４千円 

          県支出金／県負担金            １９８千円 

          県支出金／県補助金             １５千円 

          繰入金／一般会計繰入金          ３９０千円 

                    繰入金／基金繰入金          ５，０６０千円 

          繰越金／繰越金            ７，６９８千円 

 

   補正後予算総額                 ９２０，２０９千円 

 

《予算委員会》 

 

・償還金において、国庫負担金等の過年度分返還金として、償還金、利子及び割引料１６，３

２５千円を増額補正するものです。 
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＜福祉課＞ 

 

日程１１ 「議第４号 令和６年度高取町下水道事業会計補正予算（第１号）」 

 

  歳入歳出予算の補正 

 

   収益的収支補正予算額                ４，４００千円 

 

   補正後予算総額                 ３２８，４７８千円 

《予算委員会》 

 

・管渠費において、マンホールポンプに不具合が発生したことを受け、今後の緊急事態が

発生した場合に備え、修繕費４，４００千円を増額補正するものです。 

・資本的収支第４条の２関係の補正として、未収金の収入を１５，９９６千円減額補正し、

未払金の支出を１５，９２４千円減額補正するものです。 

＜事業課＞ 

 

日程１２ 「議第５号 高取町過疎地域持続的発展計画の変更について」 

 

《総務経済建設委員会》 

 

・高取町過疎地域持続的発展計画に新たな事業を追加するため、過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第８条第１０項の規定において準用

する同条第１項の規定に基づき、同計画を変更しようとするものです。 

＜総務課＞ 

 

日程１３ 「議第６号 高取町表彰条例の一部改正について」 

 

《総務経済建設委員会》 

 

・本町の自治功労者表彰に係る被表彰者の要件を見直すため、条例の一部を改正するもの

です。 
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＜総務課＞ 

 

日程１４ 「議第７号 高取町ひとり親家庭等医療費助成条例の一部改正につい

て」 

 

《教育厚生委員会》 

 

・児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）の改正に伴い、児童扶養手当制度の第３

子以降の加算額の引上げ、全部支給及び一部支給に係る所得制限限度額の引上げ及び扶

養親族等の範囲の見直しを行うため、条例の一部を改正するものです。 

＜住民課＞ 

 

日程１５ 「議第８号 高取町手話言語条例の制定について」 

 

《教育厚生委員会》 

 

・手話は言語であるとの認識の下に、手話に関する理解の促進、手話の普及及び手話を使

用しやすい環境の整備について基本理念を定め、町、町民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、手話に関する施策の推進に係る基本的な事項を定めるため、条例を制定

するものです。 

＜福祉課＞ 

 

日程１６ 「議第９号 高取町国民健康保険条例の一部改正について」 

 

《教育厚生委員会》 

 

・番号法等一部改正法（令和５年法律第４８号）の公布により、令和６年１２月２日から

被保険者証が廃止されることに伴い、所要の変更を加えるため、条例の一部を改正する

ものです。 

＜住民課＞ 

 

日程１７ 「議第１０号 高取町水道事業給水条例の一部改正について」 
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《総務経済建設委員会》 

 

・水道料金の債権放棄に関する規定を追加するため、条例の一部を改正するものです。 

＜事業課＞ 

 

日程１８ 「議第１１号 奈良県広域水道企業団の設立に関する協議について」 

 

《総務経済建設委員会》 

 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第２項の規定により、奈良県広域水

道企業団規約を定め、関係地方公共団体である奈良県、大和高田市、大和郡山市、天理

市、橿原市、桜井市、五條市、御所市、生駒市、香芝市、宇陀市、平群町、三郷町、斑

鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合

町、吉野町、大淀町及び下市町と協議するに当たり、同法第２９０条の規定により議会

の議決を求めるものです。 

＜事業課＞ 

 

日程１９ 「議第１２号 奈良広域水質検査センター組合規約の変更について」 

 

《総務経済建設委員会》 

 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、奈良広域水質

検査センター組合規約に解散に伴う事務の承継についての規定を加える変更を行うこと

について、同法第２９０条の規定により議会の議決を求めるものです。 

＜事業課＞ 

 

日程２０ 「議第１３号 奈良広域水質検査センター組合の解散について」 

 

《総務経済建設委員会》 
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・地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、令和７年３月３１日

をもって奈良広域水質検査センター組合を解散することを構成市町村の協議により定め

ることについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求めるものです。 

＜事業課＞ 

 

日程２１ 「議第１４号 奈良広域水質検査センター組合の解散に伴う財産の処

分について」 

 

《総務経済建設委員会》 

 

・地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２８９条の規定により、奈良広域水質検査セン

ター組合の解散に伴う財産処分について、構成市町村の協議により定めることについて、

同法第２９０条の規定により議会の議決を求めるものです。 

＜事業課＞ 

 

日程２２ 「議第１５号 奈良県後期高齢者医療広域連合規約の変更について」 

 

《教育厚生委員会》 

 

・番号法等一部改正法（令和５年法律第４８号）の公布により、令和６年１２月２日から

被保険者証が廃止されることに伴い、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２９１条

の３第１項の規定により、規約の一部に所要の変更を加えることについて関係地方公共

団体と協議するに当たり、同法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求めるも

のです。 

＜住民課＞ 


